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Ⅰ 緒 言
現在，学校における運動部活動を取り巻く
環境は大きく変化している。例えば，少子化
による生徒数の減少から起因する教員数の減
少，教員の高齢化，それに伴い学校運動部活
動指導教員数の減少，もしくは指導時間数や
指導日数の減少など，枚挙に遑がない。我が
国のスポーツは，学校体育を基盤として，学
校を単位とした練習活動や大会出場を中心と
して発展してきた経緯がある。日本にスポー
ツが伝達された経緯をみても，外来スポーツ
の多くは外国人宣教師らによって日本各地に
広められている。柔道や相撲，剣道などの日
本が発祥のスポーツはこの限りではないが，
学校における体育授業や部活動は，日本のス
ポーツの発展にとって多大な影響力を持って
きたと言っていい。
しかしながら，先述のとおり，学校運動部
活動を取り巻く環境は，決して良い状況にあ
るとはとは言えない。昨今の新聞等による報
道では体罰や部員不足などのネガティブな報
道が多く見受けられる。学校での部活動は教
育の一環という捉え方である一方，競技能力
を高め試合に勝たせることを望む選手や親御
さんも多い。したがって，こうした状況を傍
観し，放置してきたわけではなく，さまざま
な取り組みや変化を実施している。ただ，こ
ちらを立てればあちらが立たずという状況が
実情であり，あくまで対処的な対策が多い。
平成７年より文部科学省を中心として，
「総合型地域スポーツクラブ」を推奨し，全
国で３千近いクラブが設立された。学校運動
部活動との連携も叫ばれているが，これもま
た問題が多く山積し遅々として進んでいない
のが実情である。多くの先行研究においても
現状を分析し，数多くの提案がなされている
ものの，提案の域を超えるものではない。そ
れは，とくに公立学校の教員にとっては，職
務の内外なのか，指導するための法的な根拠
は何か，あるいは事故等の責任の所在など，
根本的な問題を抱えているといえる。内海
（２００９）は，「部活動に関する論文が少なく，
問題の深刻さの割には研究が極めて少ない」
と報告しており，実態をもたない「部活動」
に対する複雑性を示唆している。さらに，
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「教育委員会や文部科学省が，教員の労働環
境などについてほとんど施策を出さなかった
ことは，『無策の策』である」と痛烈に批判
している。
そこで，本研究では，まず学校における運
動部活動について，現在までの扱いや位置づ
けや変化，改革事項をまとめ，江別市内の指
導者調査を実施し，それらを踏まえ，今後の
学校部活動あり方についても考察するもので
ある。
Ⅱ 方 法
本研究の方法は以下のとおりである。
１．先行研究や諸文献により，今までの学校
における部活動の位置づけについてまとめ
る。
２．学校運動部活動の問題と課題について明
らかにする。
３．問題と課題から学校運動部活動のあり方
についてまとめる。
４．問題と課題について，江別市内の少年団
指導者および中学校・高等学校運動部活動
指導教員調査を実施し，その結果を明らか
にする。
５．今後のあり方について考察する。
Ⅲ 結果と考察
１．先行研究および諸文献による学校運動部
活動の位置づけ
学校運動部活動の位置づけについては，我
が国の学校におけるその教育内容を示す学習
指導要領を中心としてまとめるものである。
学校運動部活動は，正課および課外という
表現では，課外活動に位置付けられ，いわゆ
る「課」は教育課程を指すものであり，教育
過程外活動という位置づけとなっている。つ
まり，国語や理科，数学や英語といった教科
活動以外の活動を指すものである。その教科
外活動が教育課程に位置づけられたのは，１９４７
（昭和２２）年の「自由研究」である。しかし
ながら，戦前をさかのぼり，自然発生的で自
主的な学習活動やスポーツ活動は行われてき
ており，教科外学校教育のなかで体育スポー
ツ活動が実施されてきた経緯があり，そうし
た教科外活動がスポーツ・体育というかたち
で必修化された。
このように教科外活動における運動部活動
をいわゆる「部活」，「部活動」と称し，もう
一方で正課活動の一環としての活動が「クラ
ブ活動」と称されてきた。しかし，こうした
教育課程外の活動でありながら，学外で運動
部に限らず文化系の活動においても，活躍が
顕著になるとその実態ばかりが盛んとなるも
のの，位置づけについてはあくまで教育過程
外ということで，その関係性や意義づけにつ
いては明示されないままであった。
その後，１９５１（昭和２６）年には，教科以外
の「領域」という枠組みのなかで，教科外活
動は「特別活動」という領域に組み込まれた。
さらに１９５８（昭和３３）年には，小中高ともに
「特別教育活動」と改称された領域に位置づ
けなおされ，その活動内容も学習指導要領の
なかで具体的に解説されることとなった。こ
の改定から，教科外活動が学校管理下に置か
れる色合いがはっきりした。一見進展した方
向性には見られるが，いわゆる「部活動」は
練習や指導が過熱化になり，教員や生徒の負
担も生み出し，こうした状況が約三十年続く
こととなった。
１９６８（昭和４３）年には，小学校において週
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１時間，４年生以上の児童が全員参加する
「クラブ活動」が設置された。中学において
は１９６９（昭和４４）年，高校においては１９７０
（昭和４５）年に必修の「クラブ活動」が設け
られ，選択制のクラブ（いわゆる「部活動」）
と二分され，その後近年までの三十年間併存
してきた。こうした状況は決して良いわけで
はない。もはや中高生にとっては「部活動」
は，こうした教育課程の内であろうが外であ
ろうが，学校生活には欠かせない活動となっ
ている。また，学校側も実質的には顧問を配
置し責任下における活動として，暗黙の了解
事項となっている。この状況は，善し悪しで
言えば悪しき慣習であり，特に公立学校教員
は公務員としての就労義務範囲か否かと問わ
れれば，範囲外とせざるを得なく，指導は任
意的活動と言わざるを得ない。
１９８９（平成元）年には，中学校では「部活
動」への参加をもって「クラブ活動」の履修
に替えられる「部活代替措置」が認められ，
このことで，「部活動」が学習指導要領に触
れられたものの，ゆとり教育による学習時間
の削減により，「クラブ活動」の正課時間も，
他教科授業時間や学校行事に充てたいという
実情が反映されていたとも考えられる。１９９８・
１９９９（平成１０・１１）年では，「部活代替措置」
が廃止され，「クラブ活動」は小学校でのみ
存在し，中学・高校の学習指導要領からは削
除された。
しかしながら，２００８，２００９（平成２０，２１）
年には，再び「部活動」の文言が復活し，指
導計画の作成等に当たって配慮すべき事項と
なっている。教育課程外ではあるものの，再
び明文化されたことにより，学校教育の一環
であることを示し，さらには学習意欲の向上
や責任感，連帯感の涵養等の教育的効果が期
待されることと記載され，今まで以上に一歩
踏み込んだ表現であると理解される。
このように，いわゆる「部活動」の経緯を
みると，戦後の自主的な学習活動の延長から
必修クラブのような正課クラブとの二分化を
経て，部活代替措置制度で「部活動」へ移行
しつつも学習指導要領の明文化が削除になっ
たり，さらには文言が復活し教育効果を期待
される文章として表現されたり，二転三転す
る有様で，明確な位置づけがされてきたとは
言い難い。制度的にも裏づけやなく問題を抱
え，曖昧なまま今日に至っている。しかし，
生徒たちにとっては紛れもなく学校生活の一
部分を占める活動であったことは間違いない
のである。
２．学校運動部活動の問題と課題
まず第一には，「部活動」指導教員の時間
的負担が挙げられる。西島（２００９）は新学習
指導要領では，週当たりの授業時間数が増え，
教員増員をめぐる議論になっているものの，
週末を含めた「部活動」指導教員の時間的負
担は，授業時数増加分の比ではない。土日も
なく，家庭を顧みず，慢性的な多忙感，ゆと
りのない生活を余儀なくされていることも少
なくなく，授業における教材研究に充てる時
間さえ確保できないと指摘されている。
表１は，週当たりの活動及び指導日数の割
合を示したものである。中学校の指導教員は，
週当たり６日指導している割合が３３．４％と最
も多く，次いで，５日が１８．３％，３日が
１２．３％，４日が１１．９％であった。週の半数４
日以上指導している割合を合わせると７３．２％
であった。また，高校の指導教員は，週当た
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中学校 高校
１日 ６．１％ １５．１％
２日 ８．５％ １０．８％
３日 １２．３％ １０．５％
４日 １１．９％ ９．５％
５日 １８．３％ １４．２％
６日 ３３．４％ ２７．０％
７日 ９．６％ １２．９％
中学校 高校
活動していない ２３．６％ ３２．３％
１時間未満 １．５％ ３．２％
１～２時間未満 ４．２％ ３．４％
２～３時間未満 ２３．８％ １７．８％
３～４時間未満 ３０．７％ ２２．１％
４時間以上 １６．３％ ２１．２％
り６日以上が２７．０％で最も多く，次いで１日
が１５．１％であるものの，以下５日が１４．２％，７
日が１２．９％であり，週の半数以上４日以上指
導している割合を合わせると６３．６％であった。
表２は，日曜日の活動及び指導日数の割合
を示したものである。中学校の指導教員は，３
～４時間が３０．７％で最も多く，次いで２～３
時間が２３．８％であった。４時間以上を合わせ
ると７９．８％を占めていることとなる。一方で，
指導していないは，２３．６％であった。高校の
指導教員は，３～４時間が２２．１％で最も多く，
次いで４時間以上が２１．２％であった。２～３
時間の１７．８％を合わせると７０．１％を占めてい
ることとなる。一方で指導していないは，
３２．３％であった。
第二には，指導教員への技術的支援が挙げ
られる。先述の指導日数と指導時間の割合を
みても，かなりの時間を「部活動」指導に割
いていることが明らかとなったわけであるが，
少子化に伴い教員数が減り，公務さえ激務を
強いられるなか，高齢の教員にとっては大変
な負担であるとともに，一定以上の指導技術
を持ち合わせていない場合は，「部活動」の
管理や運営にのみ関与することも少なくなく，
そのような，技術的支援体制が無ければ，ま
さしく孤立無援の体制となってしまう。
「部活動」指導はあくまで教育課程外の活
動であるため，校長の職務命令という形で指
導を委嘱することは馴染まない。ある程度の
指導種目の希望は大切にされても，教育活動
の一環としては責任体制を取らざるを得ない。
詳細は後述するが，現在では外部指導員制度
等が充実してきてはいるものの，若手や高齢
教員に関わらず，支援体制を充実させ，生徒
の怪我や障害を未然に防ぐことを不可欠であ
る。
第三には，教員世界へのワーク・ライフ・
バランスの導入が挙げられる。小川（２００９）
によると，「ワーク・ライフ・バランス」の
重視を掲げた平成２０年夏の人事院勧告を受け，
平成２１年度から公務員の勤務時間が１５分短縮
されたものの，慢性的な長時間労働を強いら
れる学校はいわゆる「３K 職場」である。ま
た，１９８０年代に臨時教育審議会において「学
校スリム化論」が盛んに議論されたが，現在
はすっかり影を潜めていること。さらには，
教員が従来のようにひとりで教科指導，生活
指導，部活動指導，地域連携などをこなすの
は，肉体的精神的にきつくなっていると言っ
ている。
表１．週当たりの活動及び指導日数の割合
表２．日曜日の活動及び指導日数の割合
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「部活動」指導の実情は，各学校でさまざ
まであるが，平成１８年に「教員勤務実態調査」
が実施され，実情がより明らかに報告され，
これらの結果をもとにより深い議論が望まれ
るものである。加えて，「部活動」手当が改
善され，平成２０年～部活動手当を含む教員特
殊業務手当が倍増された。しかしながら，土
日４時間で２，４００円であり，時給に換算して
もわずか６００円というものである。こうした
手当の増額は不可欠であるものの，１時間単
位での支給設定にするなど改善していく必要
があると思われる。それは，手当の支給が長
時間過密勤務解消にはつながるものではなく，
かえって長時間勤務を助長させる懸念がある
ためである。
第四には，外部指導者の活用が挙げられる。
外部指導者を活用することは，指導教員の負
担を軽減するだけでなく，より高い技術レベ
ルの指導が受けられる利点がある。教員は人
事異動により指導教員が代わると生徒のモチ
ベーションが低下し，休部や廃部に追い込ま
れることもある。外部指導者への手当や謝金
の確保は必要となるものの，愛知県犬山市で
は，部活動指導員を市費で採用し，中学校部
活動を積極的に支援している自治体も存在し
ている。しかし，一方では，中村（２００５）は
過度な指導による保護者や教員との摩擦を生
み出すと報告している。そのため，学校教育
の一環として，「部活動」に対する考え方を
共有するために，研修活動や資格認定を行う
ことが望ましいとされている。また，学校事
務職員の力を部活動支援に活かすことも検討
されている。外部指導員が指導する以上に職
割分担上困難であるとの見解で，教育委員会
はこれを認めていない。しかしながら，やる
気や熱意がある事務職員であれば，校長や教
頭の管理下で指導者として位置づけることも
検討すべきではなかろうか。
第五には，複数校合同チームの取り組みが
挙げられる。これは，ひとつの学校ではチー
ムがつくれないような場合，別の学校と合同
チームをつくり活動し，大会等へ参加するも
のである。その昔から，校区外から越境入学
をして，希望の学校や指導者のもとで「部活
動」を行うケースはしばしば見受けられた。
しかしながら，この合同チームは，ひとつの
学校ではチームをつくれない場合のみに合同
化できるものである。合同化する学校が近隣
であればよいが，距離的に離れている場合は，
練習活動が困難となる。生徒の送迎に伴う交
通手段やその費用など，問題は少なくない。
文部科学省の調査においても，複数校の運動
部が合同で活動を行うことについて，中学生
は賛成が４６．５％，反対が５３．３％であり，高校
生は賛成が５４．５％，反対が４５．５％であり，善
し悪しの判断は付け難い状況である。
３．学校運動部活動のあり方
このように「部活動」の位置づけの変遷，
および現状における問題や課題から，学校運
動部活動のあり方について以下のとおり整理
する。
先述の内海（２００９）は，こうした「部活動」
の現状に対して批判していたが，教育委員会
や文部科学省が何も政策として出さないこと
が，最も効果的な結果を生み出しているとし
ている。つまり，教育行政は，「部活動」に
おける問題意識を持っていたにも関わらず，
施策を提示しなかったのではなく，出来なかっ
たとの見解を示している。その理由としては，
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学習指導要領に「部活動」の明記がなされ，
一時削除されたにも関わらず再び復活させた
ことである。しかし一方では，「部活動」の
存在意義は認めながらも，教育課程内外への
位置づけ論，指導教員の長時間労働解消や管
理責任体制論に終始してきたことであると指
摘している。
本来あるべき問題の所在は，「部活動」を
実施する生徒にとって，十分に満足した活動
であると言えるかどうか，あるいは意欲的な
活動として実施できたかどうかが大きな問題
ではなかろうか。指導教員はそれをサポート
し，さらには学校や国がそれをサポートする
ものである。文部科学省は，平成７年から
「総合型地域スポーツクラブ」を推進し，学
校と地域，地域と社会が一体となったクラブ
設立を推進し，学校教育から社会教育へ緩や
かに移行していこうとしている。現実的に今
や三千近いクラブが設立され，一定の成果が
得られたと言われているが，「部活動」との
連携においては必ずしも得られているわけで
はない。
岩本・浪本（２００５）は部活動を学校から切
り離し社会教育へ移行されるべきとの見解を
示しているが，学校において日常的に接する
教員が指導することに意義があり，社会教育
においてはその点において大きな懸念があり，
ともすれば競技性を重んじ，勝利至上主義に
もなりかねない。黒須（２００９）は，部活動の
地域コラボレーションについて中学校の校長
と指導教員に調査した結果によると，「部活
動」はあくまで学校のみであるという見解と，
「部活動」は総合型地域スポーツクラブに任
せればいいという見解の二極化傾向にあるこ
とを報告している。
そこで，本研究では，「部活動」に関わる
数多の問題や課題について，すべて包含して
解決できる魔法のような策は無いとしても，
教育委員会や各市区町村の自治体レベルにお
ける，ある程度組織的な範囲での抜本的な改
革案として，以下のようにまとめるものであ
る。
本研究における抜本的な改革案を「新部活
動構想」として説明する。
①通学している学校における「部活動」は廃
止する
②一定の範囲における市区町村の自治体が同
じ取り組みを実施することが前提となる
③その一定範囲における学校数や施設数に応
じてクラブを設定し，クラブ数は各競技ひ
とつとする
④各クラブではレベルに初中上級など３つ程
度に分け，それぞれに指導者を配置する
⑤指導者はその一定範囲内における勤務する
教員もしくは居住する一般指導員を配置す
る
⑥指導者は教員や一般問わず指導技術や能力
に優れた者として，登録制とする
⑦運営管理及び責任体制については，新たに
組織をつくり，指導者登録等を含め徹底す
る
⑧ともなう費用負担や諸問題対応については，
上記組織を含め，教育委員会および自治体
とも協力をしてよりよい「部活動」実施の
ために協働する。
これら「新部活動構想」についてのイメー
ジは図１に示すものである。
この「新部活動構想」を実施するに当たっ
ては，複数の生徒や教員あるいは一般外部指
導者が，当該学校以外の施設に出入りするこ
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表３．調査内容
ととなる。昨今頻発している事件等を考える
とセキュリティー面で問題が懸念される。ま
た，大会出場においては，現在，中体連や高
体連では合同チームの出場は認められている
ものの，先述のとおりひとつの学校でチーム
が構成できない場合であるため，本構想にお
けるチームでは該当しない。したがって，U
１５ ，U１８といった年齢毎の大会出場に変更
するなど規程の見直しすることが求められる。
さらには，活動場所が通学している学校でな
い場合が多くなり，遠方の場合送迎問題が挙
げられる。
いずれにしても，この「部活動」に関わる
問題に対して，もはや対処的な問題解決策で
は，本質的な解決は得られない。根本的で抜
本的な改革案を一定の範囲で実施することが
必要である。自治体の多くで実施されてきて
いる学校選択制では，選択理由に「部活動」
をあげるケースがある。この場合，学校間の
生徒の在籍数に偏りがでる可能性があり，そ
もそも人事異動による指導教員変更には対応
できない。今後は，教員イコール指導者の概
念を捨て去り，教員のなかでも希望者がいず
れかの学校で指導に当たることで，過剰労働
であるとか職務か否かで悩むことは軽減され
る。何より，「部活動」の主体である生徒が
指導者の不足やチームメンバー不足に悩まさ
れることなく，加えて自分のレベルに応じた
指導を一貫的に受けられる点ではメリットが
大きいと考えられる。
４．指導者調査
この「新部活動構想」について，江別市内
の少年団指導者と中学校・高等学校の運動部
活動指導教員を対象に質問紙調査を実施した。
調査時期は，平成２０年１０月～１２月であり，調
査内容は表３，回収数は表４，回答者の個人
特性は表５に示すとおりである。
調査内容 質問項目
個人特性
性別，教員歴，指導種目，
指導歴，学生時の競技
意欲・満足・改善
活動に対する意欲の度合
活動に対する満足の度合
活動に対する改善の度合
改革
合同チームの理解度
総合型地域スポーツクラ
ブの理解度
新部活動構想
新部活動構想のプラス度
新部活動構想への意見
n
少年団指導者 ２７
中学校指導者 ３９
高校指導者 ２９
合計 ９５
図１．「新部活動構想」のイメージ
表４．回収数
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表６は，指導者の意欲と満足と現状に対す
る改善度合を表したものである。少年団，中
学，高校の指導者ともに，意欲と満足につい
ては高い傾向がみられたものの，現状に対す
る改善度合いについては，少年団の指導者は
それほど高い傾向を示さず，中学と高校の指
導者は，高い傾向を示した。少年団はすでに
学校の枠組が外れており，さまざまな問題は
抱えているものの，中学と高校の「部活動」
と比較した場合，改善度合いが低い傾向が見
られたのではないかと推察される。
表７は，合同チームの効果度と総合型地域
スポーツクラブの理解度を表したものである。
合同チームの効果度については，「ややある」
と「あまりない」が上位を占めていた。これ
は，人数を確保したり活躍の場を作ったりメ
リットはあるが，移動距離や練習場所確保と
いった点に課題があり，明確に効果を判断で
きない結果であると推察される。また，総合
型地域スポーツクラブの理解度は，「よくわ
からない」，「あまりわからない」が半数以上
を占め，理解の低さが明らかとなった。
図２は，「新部活動構想」について，生徒
と指導者へのプラス度を表したものである。
生徒に対して「ややプラス」が５０．５％，「あ
まりプラスでない」が２６．３％であった。指導
者に対しては「ややプラス」が４３．０％，「あ
表５．個人特性
表６．指導者の意欲と満足，現状に対する改
善度合
表７．合同チームの効果度と総合型地域スポー
ツクラブの理解度
性別（n） 教員歴（n）
男性 ７６ １～４年 １２
女性 １９ ５～９年 １４
年齢（n） １０～１４年 １５
２０代 １５ １５～１９年 ８
３０代 ３１ ２０～２４年 ５
４０代 １６ ２５～２９年 １０
５０代 ２３ ３０年以上 ４
６０代以上 １０ 教員以外 ２７
意欲度合 少年団 中学 高校
意欲的でない ０．０％ ５．１％ ３．６％
やや意欲的でない ０．０％ １５．４％ １４．３％
やや意欲的である ４６．２％ ４８．７％ ２８．６％
意欲的である ５３．８％ ３０．８％ ５３．６％
満足度合 少年団 中学 高校
満足していない ３．８％ ８．１％ ６．９％
やや満足していない １１．５％ １８．９％ ２０．７％
やや満足している ５３．８％ ４６．６％ ６９．０％
満足している ３０．８％ ２４．３％ ３．４％
改善度合 少年団 中学 高校
改善の必要なし １９．２％ ５．４％ １０．７％
ほぼ改善の必要なし ２６．９％ ２９．７％ ２１．４％
やや改善の必要あり ３４．８％ ３２．４％ ２３．１％
改善の必要あり １９．２％ ３２．４％ ３５．７％
合同チームの効果度
効果的ではない １１．８％
あまり効果的ではない ３２．４％
やや効果的である ３６．８％
効果的である １３．２％
回答なし ５．９％
総合型地域スポーツクラブの理解度
理解していない ３１．６％
あまり理解していない ３１．６％
やや理解している ２５．３％
理解している １０．６％
回答なし １．１％
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メリット デメリット
競技人口の確保 何かと不都合が生じる
優秀な指導を受けられる 良い生徒の引き抜き問題
技術向上がのぞめる 母校愛が無くなる
クラブの選択肢が増える 個人的主義
幅広い人間関係が構成できる 移動の問題
いろいろな指導が受けられる 責任問題が懸念
いろいろな経験ができる 生徒が多く入れ替わるので成長度合いが分からない
専門性がある 手当の問題
生徒数の確保ができる 長期スパンでマンネリ化
やりたい競技ができる すべての面をみることができない
幅広いニーズに応えられる 負担が増える
意欲が向上する 責任感が増す
自分に合った段階から始められる 専門指導者がいなければ意味がなくなる
指導者の交流がある 複数の指導者が必要となる
プレッシャーを感じレベルアップにつながる 外部指導者がメインとなる
指導できない競技を持たなくてよい 生活指導ができなくなる
専門の指導者がいて指導が楽になる
レベルが揃い効率的
複数で指導ができる
活躍する場が増える
器や熱意が試されレベルアップにつながる
負担が減る
責任が増しさまざまな経験ができる
図２．「新部活動構想」について生徒にとってのプラス度と指導者にとってのプラス度
表８．「新部活動構想」におけるメリットとデメリット（自由記述）
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まりプラスでない」が２６．０％であった。この
結果を裏付けるメリットとデメリットに関す
る自由記述回答が表８である。また，その他
の意見について自由記述回答が表９である。
既出の問題や課題が具体的に挙げていること
が多いが，アイデアは賛成で価値はあると評
価を頂く意見も多かった。
Ⅳ ま と め
本研究における「新部活動構想」および指
導者調査から，今後のあり方について以下の
とおりまとめる。
本研究における「新部活動構想」は，対処
的問題解決方法ではなく，根本的抜本的な改
革案であると言っていい。改革である以上，
かなり多くの事項に変更や変化がもたらされ
る。激変は混乱を生じるため緩和されるべき
ではあるものの，問題対処程度では根本解決
には至らない。つまり市区町村やある一定範
囲の組織レベル，ひいては国家レベルの改革
として取り組む必要性があると考えられる。
また，改革には大きなエネルギーも必要であ
り，生徒のよりよい「部活動」環境を維持発
展させていくために，指導者として教員だけ
でなく社会全体が共通認識をもち取り組むこ
とが必要であると考える。
表９．「新部活動構想」についてのその他の意見（自由記述）
件数 記述内容
４０ バックアップの問題
１７ アイデアは賛成である，価値はある
１３ 部活を通しての生活指導ができなくなる
７ チーム形成の問題
６ 活動場所，時間，生徒数，指導者の確保の点はよい
５ すべての学校や生徒には当てはまらない
４ 中体連・高体連との関わり
４ 課題が多すぎる
３ 勝利優先主義となる
３ 活性化につながる
３ 一貫性指導ができる
２ 中途半端で根本は変わっていない
２ 地域転換を望む
２ 選択制で十分
２ 地域の区割りが難しい
２ そこまでしなくてよい
２ 全国実施は難しい
１ 学校というくくりを外すことによって教員の負担が増える
１ 外部指導者，総合型地域スオーツクラブの普及率を考えると難しい
１ 小中高は分けるべき
１ 部活動を廃止しなければ無意味
１ 失う部分が多い（友人関係など）
１ 技術メインならクラブチームのほうがよい
１ 指導できる人材を増やさなければならない
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そして，現在わが国の運動部活動は教育活
動の一環として実施され，なおかつ，スポー
ツ活動の原点や基盤として重要な役割を担っ
ている。現在の日本のトップスポーツ選手の
多くは「部活動」経験者である。また，より
よい環境の下でスポーツができる学校を選択
することも珍しくない。したがって，改革を
するためにはビジョンを示しそこに向かって
進めていくことが望まれる。しかし，一方で
学校教育の一環である「部活動」は，実は矛
盾している要求の狭間にいると指摘されてい
る。出町（２００４）は，勝ち負けといった二元
が存在する「競技」と，これとは全く別の価
値体系をもつ「教育」という次元の存在が
“ねじれ”を生み，問題を生じる要因となっ
ていると指摘している。その例が特待生制度
である。極端にいえば，特待生制度は学校が
競技力を買う訳である。競技力を育成するこ
とは教育的なのかも知れないが，「部活動」
を通して生活指導をするといった指導者の意
見はまさにこの問題を象徴している。
そもそも学校は，勉強に勤しむ場所であり，
その学校における「部活動」はその経緯から
しても課外活動の位置づけであることは明確
である。多くの指導者が生活指導等の教育を
実践していることからも，学校における「部
活動」が教育的な効果を生み出していると言
える。そのような現状のなかで「新部活動構
想」を実践することは，指導者の調査結果か
らも半信半疑という結果が示されたとおりで
ある。しかしながら，「部活動」における生
徒の満足感や学校生活の中における重要な部
分を無くさないためにも，「新部活動構想」
を提案し，実践に結び付けたい。
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